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デジタル田園都市国家構想等を踏まえた
ICTによる地域DXの取組



１． デジタル田園都市国家構想の推進

２． デジタル田園都市国家を支えるインフラ整備

３． デジタルによる国際化の推進



１． デジタル田園都市国家構想の推進
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デジタル田園都市国家構想基本方針の概要
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2030年代に期待される社会像

サイバー空間と現実世界（フィジカル空間）が一体化 2030年代の社会
像

あらゆる場所で、都市と地方、
国境、年齢、障碍の有無といった

様々な壁・差違を取り除き、
誰もが活躍できる社会

あらゆる場所で、都市と地方、
国境、年齢、障碍の有無といった

様々な壁・差違を取り除き、
誰もが活躍できる社会

Inclusive

社会的なロスがない、便利で持続的
に成⾧する社会

社会的なロスがない、便利で持続的
に成⾧する社会

Sustainable

不測の事態が発生しても、安心・安
全が確保され、信頼の絆が揺るがな

い人間中心の社会

不測の事態が発生しても、安心・安
全が確保され、信頼の絆が揺るがな

い人間中心の社会

Dependable

強靭で活力のある社会
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2030年代 の Beyond ５Ｇ（６Ｇ） の イメージ

拡張性

超低消費電力

Beyond 5G

超安全・信頼性

超高速・大容量 超低遅延 超多数同時接続

5Gの特徴的機能の更なる高度化

高速・大容量 低遅延 多数同時接続

5G
持続可能で新たな価値の創造に
資する機能の付加

自律性

•アクセス通信速度は5Gの10倍
•コア通信速度は現在の100倍

•5Gの1/10の低遅延
•CPSの高精度な同期の実現
•補完ネットワークとの高度同期

•多数同時接続数は5Gの10倍

•現在の1/100の電力消費
•対策を講じなければ現在のIT
関連消費電力が約36倍に
（現在の総消費電力の1.5倍）

•セキュリティの常時確保
•災害や障害からの瞬時復旧

•ゼロタッチで機器が自律的に連携
•有線・無線を超えた最適なネットワークの構築 • 衛星やHAPSとのシームレスな接続（宇宙・海洋を含む）

• 端末や窓など様々なものを基地局化
• 機器の相互連携によるあらゆる場所での通信

■2030年代には5Gの機能が高度化され、新たな機能が付加されたBeyond5G(6G)の導入が見込まれる。
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デジタル田園都市国家におけるICTインフラの役割

ｽﾏｰﾄ
ﾒｰﾀ分野

その他、
IoT分野

自動車
分野

産業機器
分野

従来の主な
対象領域 今後のICTインフラが支える対象領域

接続数小

収益性高

接続数大

移動通信
携帯電話
サービス

収益性低

これまでは、
この領域で
ビジネス展開 今後はこの領域でパートナー作りを含めて

「ビジネス戦略」をたてることが必要

ﾎｰﾑ
ｾｷｭﾘﾃｨ
分野

これから

かつて
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ICTインフラ事業者とサービス提供者の協働・協創

 ICTインフラ事業者がパートナー企業と連携し、B2B2Xモデルでサービスを提供。
どのようなB2B2X（Business-to-Business-to-X）を構築するかがポイント

 業界を超えたエコシステムの構築が不可欠

デジタル田園都市国家では、ICTインフラ事業者とサービス提供者等との協働・協創が重要

ICTインフラ
事業者
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ＡＩ画像解析や見回りロボットによる、高品質和牛の肥育効率化に向けた実証

実施体制
(下線:代表機関)

西日本電信電話㈱、関西ブロードバンド㈱、富士通㈱、富士通Japan㈱、 富士通ネットワーク
ソリューションズ㈱、鹿児島大学、㈱DFC、㈱ロボネット・コミュニケーションズ、ICTプロデュース、㈱
コンサル41

実施地域 鹿児島県鹿屋市
（うしの中山 大隅ファーム）

実証概要

肉用牛の肥育においては、飼料費等生産費の増大による生産基盤の弱体化に直面する一方、牛の体調・状態管理には
人手が必要という課題が存在。
 半屋外の牛舎内にローカル5G環境を構築し、多数の4KカメラとAI解析による異常牛の早期発見や、見守りロボット
によるリアルタイムな牛の遠隔視認の実証を実施。

 肥育プロセスの詳細な監視及びデータの分析を通じ、牛の肥育における高品質化・省力化を実現。

技術実証
 一般的な建物より建物侵入損が小さい牛舎において、周囲への電波漏洩抑制を目的に指向性アンテナと漏洩同軸ケー
ブルを活用したエリア構築を実施。

 周波数:4.8-4.9GHz帯（100MHz） 構成:SA方式 利用環境:半屋外

 牛の体重、日増体重、採餌量、
活動量、体調レベル、体温、転倒、
疾病予兆などを遠隔で確認。

 異常が検知された場合、アラートで
通知。

 見守りロボットからの映像を確認。
 必要に応じて、牛舎に急行。

【事務所等】

ローカル5G
基地局

 -----
 -----
 -----

!!

【牛舎】

異常通知、映像配信

カメラ制御、ロボット移動指示

有線

ロボット

ローカル5G

牛Aが転倒しました。
転倒推定時刻はAM4:16です。
（転倒12分経過）

!!

見守りロボットによる
リアルタイムな牛の遠隔視認

多数の4KカメラとAI解析による
異常牛の早期発見

AI解析サーバーにて、
異常検知・異常内容推定

インターネット

有線
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実施体制
(下線:代表機関)

KDDIエンジニアリング㈱、富士通ネットワークソリューションズ㈱、㈱iD、㈱スポーツマーケティングラ
ボラトリー、(一社)日本バレーボールリーグ機構、SAGA久光スプリングス㈱(久光スプリングス)、㈱
プロス(フォレストリーヴズ熊本)

実施地域
佐賀県佐賀市、熊本県
熊本市
(佐賀県総合体育館、熊本市総
合体育館)

実証概要

国内スポーツビジネスにおいては、コロナ禍による観戦者減少を機に試合映像配信への取組が見受けられる一方、魅力ある
映像コンテンツはまだ少ない。映像コンテンツの充実化と撮影コスト削減の両面から収支改善が必要といった課題が存在。
 屋内スポーツアリーナに簡易設営キットを用いたローカル5G環境を構築し、「サービス利用型」のビジネスモデルを見据えて、

ボール自動追尾AIカメラや360°カメラ等を活用した高精細・多視点映像コンテンツの提供に関する実証を実施。
 撮影コストの削減及び魅力的な映像コンテンツの提供を通じた、スポーツ観戦における新たな付加価値創出を実現。

技術実証  壁面の構造が異なる複数の体育館における建物侵入損に考慮した電波伝搬モデルの精緻化を実施。
 周波数:4.7-4.8GHz帯（100MHz）、4.8-4.9GHz帯（100MHz） 構成:SA方式 利用環境:屋内

ローカル5G簡易設営キットを活用した屋内スポーツにおける
高精細・多視点の映像サービスモデル構築に向けた実証

簡易設営キットによる「サービス利用型」のビジネスモデル

施設に来場される
利用者様

ローカル５G
簡易設営
キット

お申し込み
2

映像
設備

高精細・多視点映像の撮影
視聴用タブレットの提供４

１

Webサイト等で視聴される
利用者様

受付

３ 設備設営

各スポーツ、イベントなど

イベント主催者

高精細・多視点映像
コンテンツ提供

高精細
多視点映像

高精細
多視点映像

７

利用料金６

利用料金

利用料金６

会場

選手、演者

サービス提供者から
イベント主催者から
利用者・ユーザーから

5

サービス提供者

※本実証中は
机上検討を実施

実証フィールドにおける高精細・多視点映像コンテンツの撮影

サーブ視点縦映像
サーブ後方からコートを映す

審判視点映像
主審場所からコートを映す

ベンチ視点映像
ベンチ前から選手を映す

AIカメラ
エッジサーバーL5Gルータ

L5Gルータ

試合進行映像
自動ボール自動追従

2階よりコート全面を映す

ローカル５G
簡易設営キット

インター
ネット

屋内RU

屋内RU

:ローカル
5G通信

:Wi-Fi通信

視聴用
タブレット５台で確認

ローカル5Gルータ

サービス提供者により
「ローカル5G簡易設営キット」の
設営、高精細・多視点映像の撮影

サービス提供者により
「視聴用タブレット」の提供

ローカル5Gルータ
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地域デジタル基盤活用推進事業

令和４年度第２次補正予算額 ２０億円 令和５年当初予算(案）額 １．４億円

 「デジタル田園都市国家構想」の実現に向けて、地方公共団体等によるデジタル技術を活用した地域

課題解決の取組を加速・高度化させるため、地域の状況に応じて、

①効率的・効果的な導入・運用計画の策定、②デジタル基盤の整備、③ローカル５Ｇ等の新たな通信

技術を活用した地域課題解決モデルの創出（社会実証）等を総合的に支援。

 対象主体 自治体又は民間企業

 事業内容

ローカル５G、Wi-Fi HaLow、Wi-Fi 6E、LPWA

等を活用した地域のデジタル基盤（通信イン

フラ）の整備を支援 ［補助事業］

 対象主体 自治体又は民間企業

 事業内容

ローカル５G、Wi-Fi HaLow、Wi-Fi 6E等の

新たな通信技術等を活用した

先進的なソリューションの社会実証を実施

 対象主体 自治体又は民間企業

 事業内容

無駄のない効率的なデジタル基盤の整備、

持続可能な活用モデル・推進体制の構築等

の観点から、地域課題解決を実現するため

の効率的・効果的な導入・運用計画の策定

を支援

（専門人材によるハンズオン支援等）

(2) 地域デジタル基盤の構築支援 (3) 新たな地域課題解決モデルの創出(1) 計画策定支援

ローカル５G

＜先進的ソリューションのイメージ＞

ローカル５Ｇ：地域や産業の個別のニーズに応じて、自治体・企業等様々な主体が、自らの土地内で柔軟に構築できる
５Ｇシステム。

Wi-Fi Hallow：次世代IoT通信システムとして活用可能な新しい種類のWi-Fi規格。（令和４年９月国内制度化）

Wi-Fi６E ：新しい周波数帯域（６GHz帯）を使用する無線LAN規格。従来規格より大容量・多チャンネルの利用が可能。
（令和４年９月国内制度化）

LPWA ： 省電力・広カバレッジを特徴とする無線通信技術の総称。
5Gが有する「超高速」「超低遅延」といった特長を活かして、

従来の通信技術では困難であった農業用ロボット等の

リアルタイム・精緻な遠隔監視・制御等を実現 10



データ利活用等のデジタル化の推進による社会課題
・地域課題解決のための実証型研究開発

国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）は、毎年度、標記の公募研究開発により

多岐にわたる社会課題・地域課題の中から提案者が課題を選定し、ICTとデータを活用し

たデジタル化の推進による解決を目指した研究開発を行い、その成果をその課題を抱え

る地域で実証している。九州総合通信局では、情報発信等の支援を実施している。

◎ 今年度の公募の概要

公募期間 令和4年6月3日～ 同年8月2日

研究開発期間: 令和4年度（契約締結日）から令和6年度までの最長3年間

研究開発予算: 各年度、1件当たり10百万円（税込）を上限とする。

採択件数: 最大10件
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課題226 データ利活用等のデジタル化の推進による社会課題・地域課題解決のための実証型研究開発提
案課題：画像解析による種鶏・原種鶏の初生雛雌雄選別の実証型研究
提案者：有限会社電マーク、熊本県農業研究センター、国立大学法人広島大学、歯っぴー株式会社

国内で地鶏生産の基礎となる原種鶏を飼育する公設試等では、高齢化などによる有資格の初生雛雌雄肛門鑑別師（精度98％以上）の不足が
今後の大きな課題となっている。問題解決のため、これまでに開発したAIモデル(精度92.5%)の改善を目的とした、最適な光学カメラの開発、誤
学習を排除した最適なAI学習等により、リアルタイムに雌雄判定する肛門鑑別AI技術を確立する。熊本県農業研究セン ターで実証実験を行い、
鑑別師と同等の精度98%を達成させる。
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２． デジタル田園都市国家を支えるインフラ整備



デジタル田園都市国家インフラ整備計画の全体像
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○ 令和4年8月末現在、管内の5G特定基地局免許局数は6,351局。福岡県は2,577局。
○ 福岡県の5G特定基地局は、令和3年8月末の1,064局から1年間で約2.42倍に増加。
○ 九州各県とも、県庁所在地を中心にエリア拡大中。

九州における５Ｇのサービス展開 （福岡県の例）

県名 ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ ソフトバンク 楽天モバイル 計

九州 ２，６９０（１，４２７） １，０９１（４５９） １，０８０（３８３） １，４９０（２０６） ６，３５１（２，４７５）

福岡県 １，０５１（ ５７６） ４１７（１５０） ５０４（２４７） ６０５（ ９１） ２，５７７（１，０６４）

令和4年８月末現在

各携帯電話事業者の基地局置局状況

NTTドコモ ソフトバンク

〔
各
社
の
福
岡
市
周
辺
の
サ
ー
ビ
ス
エ
リ
ア〕

＊（）書きは令和3年８月末現在
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整備方針  ２段階戦略で、世界最高水準の５Ｇ環境の実現を目指す
第１フェーズ:５G基盤 【４G、５G親局】 を 全国整備
第２フェーズ:子局（基地局）を地方展開し、エリアカバーを全国で拡大

※１ 10km四方エリア（全国に約4500）の親局（高度特定基地局）の整備割合

※２ 500ｍ四方エリア（人口のあるエリアは全国に約47万）のうち、
５Ｇ通信ができるエリアの人口を総人口で除した割合。

注:数値目標は４者重ね合わせにより達成する数値。
今後の周波数移行等により変更があり得る。

第
１
フ
ェ
ー
ズ

（
基
盤
展
開
）

第
２
フ
ェ
ー
ズ

（
地
方
展
開
）

＊ 当面の目標としていた「2023年度末までに人口カバー率９割」を上積みし、更なる目標を設定

② ニーズのあるほぼ全てのエリアに、５G展開の基盤となる親局（高度特定基地局）の
全国展開を実現
 ５G基盤展開率※１:2023年度末98％（2020年度末実績:16.5％）

① 全ての国民が４Ｇを利用可能な状態を実現（2023年度末までに、全居住エリア
をカバー）＊４Gエリア外人口 2020年度末0.8万人→2023年度末０人

③ ５Ｇ人口カバー率※２

【2023年度末】

全国95%（2020年度末実績:30%台）

全市区町村に５G基地局を整備（合計28万局）

【2025年度末】

全国97%
各都道府県90%程度以上（合計30万局）

【2030年度末】

全国・各都道府県99%（合計60万局）

５Ｇの整備方針
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２段階戦略で、世界最高水準の５Ｇ環境の実現を目指す
① ５G基盤【４G、５G親局】を全国整備
② 子局を地方展開し、エリアカバーを全国で拡大 ※５G人口カバー率 全国９５％（2023年度末）

５Ｇ整備のイメージ

５Ｇ基地局
（子局）

５G５Ｇ基地局
（子局）

５Ｇ基地局
（子局）

５Ｇ高度特定基地局
（親局）

光ファイバ

４G周波数の５G化等により
５Ｇの広域なエリアカバーを実現

５Ｇ基地局
（子局）

５Ｇ基地局
（子局）

光ファイバ

②子局によるスポット
的なエリアカバー

①事業可能性のあるほぼ全てのエリア
（10km四方ごと）に親局を展開
⇒ニーズに応じた子局展開が可能

４G

10km四方

ニーズに応じ、
迅速に追加
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デジタル田園都市国家インフラ整備に向けた地域協議会

【目的】
デジタル田園都市国家インフラ整備計画を推進のため、地域協議会を開催し、地方自治体・通信事業

者・社会実装関係者等との間で地域におけるデジタル実装とインフラ整備のマッチングを行う。

【取り扱う主な事項】
＜光ファイバ・５G 共通＞

① 地域ニーズ等と通信事業者の整備計画・整備意向とのマッチング

② 潜在的なニーズの発掘・具体化と最適なデジタルツールのマッチング

＜光ファイバ関連＞

学校・公共施設の所在地への整備

＜５Ｇ関連＞

① 公有財産等で基地局を設置可能な施設のデータベース化及び共有

② 公有財産等での基地局設置に際し、設置候補箇所での光ファイバや電源確保について検討

③ 補助事業の活用により優先して整備する箇所を選定

☆取り扱う事項や参加者については状況や必要性に応じて柔軟に対応

【参加者】
・ 都道府県、市町村、通信事業者、社会実装関係者(※） 等

・ 総合通信局（事務局） ※農林漁業や企業、医療福祉等 通信インフラのユーザーサイド
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取りまとめ

デジタル田園都市国家インフラ整備 地域協議会の推進

(1)アンケート調査によるマッチング【フェーズⅠ】

県、市町村、通信事業者、九州総合通信局による個別議論の実施

①5G基地局整備要望
②光ファイバ整備要望

要望の送付

各要望に対する整備の見通し
（整備予定の有無、予定年度
等）

通信事業者の見通しの送付

(2)個別議論によるマッチング【フェーズⅡ】

個別議論を要望する案件

取りまとめ 要望の送付

各市町村⇒各県

政令市

通
信
事
業
者

通
信
事
業
者

各市町村⇒各県

政令市

九州総合通信局

取りまとめ

九州総合通信局

議論の場の設定を検討
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○概要：
広大な競馬場跡地を活用し、ウェルビーイングを実現する新た
な街づくりを目指しており、個人による健康状態の管理やＡⅠ
を活用したオンデマンド型相乗りタクシーの運行、街中を巡回
する自動運転車両の実現等を計画

○各携帯電話事業者のコメント：
・各事業者の現在のエリア状況や今後の計画について説明
・エリア展開に当たっては施設の整備状況や利活用方策を踏ま

えて検討したい。
・敷地内に基地局を設置する事が可能か検討いただきたい。
・生活利便性向上に繋がる案があれば協力していきたい。
・基地局の設置は、各社同時に行えるよう調整していただきたい。
・自動運転については通信量も含め検討が必要 等

デジタル田園都市国家インフラ整備 地域協議会の活動

○概要：
共生社会の実現を目指して、昨年度から障がい者スポーツ
振興事業に取り組み、今年度はＡⅠカメラを活用したリアル
タイム配信を計画しており、リモートコーチングなど、屋内外で
の高速・大容量・多元接続を実現する５Ｇ環境の整備を要望

○携帯電話事業者のコメント
・各事業者の現在のエリア状況や今後の計画について説明
・要望を受けながら整備計画に反映できるものがあれば検討し

ていきたい。
・現在は屋内スポーツで活用されているが、今後屋外スポーツ

での計画があれば検討していきたい。 等

5G基地局整備要望【対携帯電話事業者】

○開催日時： １２ 月２０日 １３：００～１４：００
○要望自治体: 熊本県荒尾市
○整備希望年度： 令和５年度

○開催日時： １２月２２日 １１：００～１２：００
○要望自治体: 福岡県田川市
○整備希望年度： 令和８年度

荒尾市のスマートシティ実行計画 田川市のパラスポーツによる共生社会実現への取組
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本番同様の
データを

使用した演習

演習模様
専門指導員
による補助

チーム内での
議論を通じた
相互理解

実践的サイバー防御演習（CYDER）
CYDER： CYber Defense Exercise with Recurrence

 総務省は、情報通信研究機構(NICT)を通じ、国の機関、指定法人、独立行政法人、地方公共団体及び重要
インフラ事業者等の情報システム担当者等を対象とした体験型の実践的サイバー防御演習(CYDER)を実施。

 受講者は、チーム単位で演習に参加。組織のネットワーク環境を模した大規模仮想LAN環境下で、実機の
操作を伴って、外部のセキュリティ事業者の支援を受けることを前提としてサイバー攻撃によるインシデントの検知から
対応、報告、回復までの一連の対処方法を体験。

 全都道府県において、年間100回・計3000名規模で実施。 参加申込 → https://cyder.nict.go.jp
※2017年度:100回・3009名、2018年度:107回・2666名、2019年度:105回・3090名、2020年度:106回・2648名、2021年度: 105回・2454名

演習のイメージ
我が国唯一の情報通信に関す
る公的研究機関であるNICT
が有する最新のサイバー攻撃
情報を活用し、実際に起こりう
るサイバー攻撃事例を再現した
最新の演習シナリオを用意。

Web
サーバ

FW

インターネット

DMZ

DNS
サーバ

※業務用ネットワーク内からイ
ンターネットへのHTTP通信は
本プロキシサーバを経由する

※遮断通信のみ
ログ出力

※業務用ネットワーク
内の端末はDHCPによ
って動的にIPアドレス
が割り当てられる

プロキシ
サーバ

FWFWFW

ファイル
サーバ

無害化
サーバ

端末 端末

端末 端末

研究開発環境

端末

端末

業務用ネットワーク基幹系ネットワーク研究開発用ネットワーク

閉域ネットワーク閉域ネットワーク

AD
サーバ

メール
サーバ

DHCP
サーバ

各課のセグメント

研究データ
サーバ

端末

端末

端末

受発注管
理サーバ

Aソリューション(株)の運用支援範囲

SOC
監視対象

擬似
攻撃者

イ
ン
シ
デ
ン
ト
（
事
案
）

対
処
能
力
の
向
上

企業・自治体の
社内LANや端末
を再現した環境
で演習を実施

受講チームごとに
独立した演習
環境を構築

北陸StarBED技術センターの
大規模高性能サーバ群を活用

令和４年度の実施計画
コース名 演習方法 レベル 受講想定者（習得内容） 受講想定組織 開催地 開催回数 実施時期

A

集合演習

初級 システムに携わり始めた者
(事案発生時の対応の流れ)

全組織共通 ４７都道府県 ６５回 ７月～翌年２月

B-1
中級 システム管理者・運用者

(主体的な事案対応・ｾｷｭﾘﾃｨ管理)
地方公共団体 全国１１地域 ２０回 10月～翌年１月

B-2 地方公共団体以外 東京・大阪・名古屋・つくば １３回 翌年１月～２月

C 準上級 セキュリティ専門担当者
(高度なセキュリティ技術)

全組織共通 東京 ３回 10月～翌年２月

オンライン標準
ｵﾝﾗｲﾝ演習

初級相当 システムに携わり始めた者
(事案発生時の対応の流れ)

全組織共通 （受講者職場等） 随時
５/24～７/19

オンライン入門 入門 翌年１月～２月

民間企業等は、受講料が必用
A/B/オンラインコース 77,000円（税込み）
Cコース 121,000円（税込み）
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デジタル活用支援推進事業

■デジタル社会の形成に当たり、民間企業や地方公共団体等と連携し、高齢者等のデジタル活用の不安解消
に向けて、オンライン行政手続等のスマートフォンの利用方法に対する助言・相談等を実施する「デジタル活用
支援」を講習会形式で全国において引き続き実施するとともに、携帯電話ショップ等がない地域を念頭に地方
での取組を強化。

（事業主体）
（事業スキーム）
（補助対象）

民間企業（携帯キャリア、地元ICT企業、社会福祉協議会、シルバー人材センター等）
等補助事業（間接補助）、調査研究（請負）
講習会等の実施に係る人件費、委託費、その他諸経費
（機器・機材等借料、会場借料、通信費、旅費、消耗品費、印刷製本費等）等定
額補助
令和３年度～令和７年度

（補助率）
（計画年度）

令和4年度～
デジタル活用支援推進事業講師の派
遣

地域の担い手となる、高度なスキルを有
するデジタル活用支援推進事業の講師を
育成し、携帯ショップがない市町村などを
念頭に講師を派遣して支援を実施

講習会等を行う拠点を全国に有し
ており、当該拠点で支援を実施す
る主体（携帯ショップを想定）

地方公共団体と連携して、公民館等の
公共的な場所で支援を実施する主体
（地元ICT企業、社会福祉協議会等）

＜実施イメージ＞

携帯キャリア等（都市部等）
令和３年度～

講習会(全国展開型)

地域に根差した支援（地方）

令和３年度～
講習会(地域連携型)

地方での取組を強化
令和４年度第二次補正 40.0億円
(令和４年度予算額 16.7億円、令和３年度一次補正 3.3億円 22



３． デジタルによる国際化の推進

～インバウンドへの取組強化～



多言語音声翻訳アプリ VoiceTra（ボイストラ）

• NICTが研究開発した音声翻訳技術の実証実
験として公開。利用無料。

• 31言語間の翻訳に対応。
• 短文の旅行会話が得意。

入力した文

翻訳結果

逆翻訳結果
（翻訳結果を 自分
の言語で確認！ ）

※総務省のグローバルコミュニケーション計画2025の重点言語

累計 約740万ダウンロード

約14万発話／日

ダウンロード数(2023/1/31現在)

※総務省のグローバルコミュニケーション計画2025の重点言語。2022年8月、対応言語にウクライナ語も追加。 24

重点12＋3言語（※）＋5言語（R3補正）を強化中
日、英、中（中国語・台湾華語）、韓、スペイ ン、

フランス、タイ、インドネシア、ベトナム、
ミャンマー、フィリピン、ポルトガル（ブラジル）

＋
ネパール、クメール、モンゴル（※）

＋
ロシア、ヒンディ、アラビア、ドイツ、イタリア（R3補正）



ネットワーク型多言語音声翻訳の仕組み

ビ
ジ
ネ
ス
ラ
イ
セ
ン
ス

けいはんな
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NICT多言語音声翻訳技術の社会展開例(一部)
-NICTのVoiceTra技術が社会に広まり言葉の壁を感じない社会が実現しつつある-

（ https://gcp.nict.go.jp/news/products_and_services_GCP.pdf より）

（2022年6月現在） 26

「mimi ® 音声翻訳
powered by NICT｣

Fairy Devices

「接客音声翻訳」
三菱地所(凸版印刷）

「はなして翻訳｣
NTTドコモ

アプリ 専用端末

「SmaLingualシリーズ
多言語音声翻訳サービス｣

IP DREAM、
スマートカルチャーゲートウェイ

タクシー

病院 医療機関

「みらい翻訳プラットフォーム
音声翻訳APIサービス」

みらい翻訳
「多言語音声APIサービス」

日本電気
「mimi ® Cloud API Service」

Fairy Devices

「医療通訳タブレット
MELON｣

コニカミノルタ

APIサービス

警察消防

「VoiceBiz ®」
凸版印刷

自治体

「救急ボイストラ」
消防庁

･「PIT/スマホと腕時計型端末」
岡山県警

･「VoiceTra」 ※実証実験中
道府県警(NICT)

「高度警察情報通信
基盤システム(PⅢ)」

搭載機能
警察庁

公的機関

「BRIDGE」
（native.heart）

BRICK’s

｢Fairy I/O ®

Tumbler T-01｣
Fairy Devices

「多言語業務向けシステム」
住友ゴム工業(ATR-Trek)

※特定のユーザ向け

建設・工場 ビジネス
VoiceTra

「TOTTRA｣
鳥取県ハイヤータクシー協会

(Fairy Devices)

「POCKETALK® S｣
ポケトーク

｢eTalk5
みらいPFモデル｣
RemoSpace

観光地

交通機関

「eTalk5APP 
みらいPFモデル」
RemoSpace

「ハンズフリー多言語音声会話システム」
富士通Japan

「ハイブリッド式多言語通訳
サービス KOTOBAL」

コニカミノルタ

「対面ホンヤク」
パナソニック コネクト

「ポケトーク｣アプリ版
ポケトーク

「ポケトーク字幕」
ポケトーク

オフィス・会議



交通機関における活用事例
～ 鳥取県ハイヤータクシー協会～

・鳥取県ハイヤータクシー協会は､タクシー運転手と外国人旅行者の会話を日本語、英
語､中国語､韓国語に翻訳する音声翻訳アプリ｢TOTTRA(トットラ)｣を導入､平成31年1月
21日に報道発表｡

・タクシー車内で走行中に運転席と後部座席で翻訳し会話ができる端末機器が本格的に
実装されたのは全国初。

◆地域の固有名詞を登録

｢鳥取砂丘｣など､鳥取県東部を中心とした

地名や土産物などの固有名詞を辞書登録｡

観光で利用する言葉の認識･翻訳精度が向上。

◆運転中に翻訳して会話ができるのは全国初

◆画像による紹介機能を追加

観光地名を認識すると､会話を翻訳するだけ

でなく関連する画像も表示し、地域の魅力を

視覚を通じてPR可能｡

◆対応言語

日本語、英語、中国語、韓国語

特徴
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世界の人気者 くまモンとコラボ
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言語の壁を超えた九州の実現

外国人材
への対応

訪日外国
人対応

シースルーパネル型

メガネ型

言葉の壁が
ない九州

観光、ビジネス、あらゆる分野で言葉の壁を取り払う

バーチャル多人数会議

同時通訳システム

同
時
通
訳

多分野化

ビジネス・
会議への

対応

外国人材
への対応

訪日外国
人対応

逐
次
翻
訳

2
0
2
5

2
0
2
0

1
9
8
6〜〜
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「医療通訳タブレット
MELON｣

コニカミノルタ

「VoiceBiz ®」
凸版印刷

「高度警察情報通信
基盤システム(PⅢ)」

搭載機能
警察庁

「POCKETALK® S｣
ポケトーク

｢eTalk5
みらいPFモデル｣
RemoSpace

「対面ホンヤク」
パナソニック コネクト

「ハンズフリー多言語
音声会話システム」

富士通Japan


